
岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案に係る消火等支障除去事業に関する技術専門会議

第３回会議 配布資料（その２）

資料２：第２回会議の課題整理について

資料２－１：特定支障除去事業に係る対策工のロジック案         ・・・（ ｐ ２ ）

資料２－２：全体対策工比較検討案                   ・・・（ ｐ ３ ）

資料２－３：選別によるダイオキシン類汚染廃棄物の抑制手法について   ・・・（ ｐ ４ ）

平成１９年９月１４日
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散水掘削案（Ａ案） 注水掘削案（Ｂ案） ボーリング本数縮減案

工種
・ 沢水水路開口部遮断　（上・下流開口部）
・ 法面キャッピング　（廃棄物露出法面部）

概要 空気の流入を遮断し、燃焼の拡大防止を図る。

工法名 掘削散水消火 注水消火 注水消火（ボーリング本数削減工法）

概念図

概要
70℃領域の外周部から散水・掘削を繰り返して消火を図る方法
目視による消火を確認しながら掘削する。

70℃領域の外周部から中心方向へ削孔・注水を繰り返し、全体の消火を図る方法
温度モニタリングにより、温度の低下を確認後掘削する。
掘削時には、一部に再高温化の懸念があることから、散水設備を準備し、
必要に応じ散水を行う。

施工規模

①散水ホースで高温部に散水
②散水量は熱収支試算により1.4m3／廃棄物m3
③温度低下を確認しながら剥取り厚さ1.0ｍで掘削、(日作業面積　530m2程度)
④70℃領域の面積は約5,100m2、体積は約67,000m3

①注水間隔1.0ｍ、周辺部から高温部に向けて削孔・注水（φ90mmボーリングマシ
ン）
②削孔時には100 /分の注水を併用、注水量は熱収支計算により1.1ｍ3／廃棄物ｍ3
③注水消火しながら所定の深度まで削孔
④70℃領域の面積は約5,100m2、体積は約67,000m3  注水本数は5.100本

①注水間隔1.5ｍ、周辺部から高温部に向けて削孔・注水（φ90mmボーリングマシン）
②削孔時には100 /分の注水を併用掘進速度 注水量/散水量は散水掘削案、注水掘削案に
準じる
③注水消火しながら所定の深度まで削孔
④70℃領域の面積は約5,100m2、体積は約67,000m3    注水本数は2,270本＝5,100/(1.5
×1.5)
⑤注水消火後、散水併用掘削 → 完全消火

期間 着手から約10ヶ月後、消火期間約1年10ヶ月　⇒　約2年8ヶ月 着手から約2ヵ月後、消火期間約1年　　⇒　約1年2ヶ月 着手から約2ヵ月後、注水消火期間約6ヶ月　　⇒　約8ヶ月

施工費用 約２億円 約２０億円 約９億円

概要

工法名 場外搬出処理

概念図

概要

周辺環境の
保全

消火

発炎等の危険性　　　　　　                   ⇒　低い
水蒸気の発生　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒　発生する（掘削時）

法面等不測な場所からの水蒸気噴出の危険性     ⇒  高い

発炎等の危険性　　　　　　                   ⇒　散水掘削案(Ａ案)より低い
水蒸気の発生　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒　注水掘削案(Ｂ案)より低いが発生
する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（掘削
時）
法面等不測な場所からの水蒸気噴出の危険性     ⇒  注水掘削案より低い

作業環境の
保全

消火

消火

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類
処理

空気の流入を遮断し、燃焼の拡大防止を図る。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【消火水】　　止水壁＋揚水ポンプ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　簡易水処理施設（沈砂池＋凝集沈殿処理）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＳＳ濃度想定　流入200mg/ 　⇒　放流10mg/
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【沢　水】　　止水壁＋揚水ポンプ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【循　環】　　水循環装置（ポンプ＋送水管）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【処　理】　　下水道放流、汚泥脱水　⇒　場外処理　1 /日

70℃領域の外周部から中心方向へ削孔・注水を繰り返し、温度モニタリングにより、
高温部の低温化を確認後、掘削散水を実施することにより完全消火を図る。
注水間隔拡大により注水消火の効果は低下するが、未注水部分については、
掘削時の散水により対応する。

・ 沢水水路開口部遮断　（上・下流開口部）
・ 法面キャッピング　（廃棄物露出法面部）

      【消火水】　　止水壁＋揚水ポンプ
　　　　　　　　           簡易水処理施設（沈砂池＋凝集沈殿処理）
　　　　　　　　　　　   ＳＳ濃度想定　流入200mg/ 　⇒　放流10mg/
　    【沢　水】　　止水壁＋揚水ポンプ
　    【循　環】　　水循環装置（ポンプ＋送水管）
　    【処　理】　　下水道放流、汚泥脱水　⇒　場外処理　1 /日

火災による危険性　　　　　  　　　⇒　低い
　　　　　　　　　　　　　　　　      (ただし飽和含水状態による硫化水素の増大
あり)
消火効果　　　　　　　　　　　　　⇒　目視による確認が不可能
水蒸気放散量　　　　　　　　　　　⇒　長期にわたり少量ずつ発生する
高温領域の直上部作業の危険性  　　⇒  低い

火災による危険性　　　　　  　　　　　　　　 ⇒　散水掘削案(Ａ案)より低い

消火効果　　　　　　　　　　　               ⇒　目視による確認が可能
水蒸気放散量　　　　　　　　　               ⇒　長期にわたり少量ずつ発生する
高温領域の直上部作業の危険性                 ⇒  低い

掘削時　：　ダイオキシン類生成量　　　 　　　⇒　抑制　 (消火までの着手期間が短
い)
                                                 特別管理産業廃棄物の処分費用を抑
制

ダイオキシン類に汚染された廃棄物　　⇒　　場外搬出

掘削時　：　ダイオキシン類生成量　　　　　⇒　抑制　 (消火までの着手期間が短
い)
                                              特別管理産業廃棄物の処分費用を抑
制

対策工

廃棄物
処理

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類汚染
物の処理方法

付帯工
(水処理
　対策工)

消火工

総　合　評　価

確実性
施工性

確実性　：　温度コントロール、消火確認       ⇒  掘削により直接監視となる
            必要箇所への必要水量の給水精度   ⇒  最終的に掘削散水作業を行なうので
高い
            未消火部残存のおそれ             ⇒  なし
            消火確認のタイミング　　　       ⇒  最終的に掘削散水作業を行なうので
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　同
時進行

施工性　：　高温部消火の準備期間             ⇒  短期
　　　　　　燃焼領域拡大のおそれ             ⇒  制限できる
            高温部露出による発炎対策         ⇒  常時監視が不要
　　　　　　施工実績　　　　　　　　　　　　 ⇒　なし（注水工法）

確実性　：　温度コントロール、消火確認       ⇒  直接監視
            必要箇所への必要水量の散水精度   ⇒  高い
            未消火部残存のおそれ             ⇒  なし
            消火確認のタイミング 　　　      ⇒  同時進行

施工性　：　高温部消火の準備期間             ⇒  長期
　　　　　　燃焼領域拡大のおそれ             ⇒  拡張のおそれ
            高温部露出による発炎対策         ⇒  常時監視が必要
　　　　　　施工実績　　　　　　　　　　　 　⇒　あり

特徴

掘削時　：　ダイオキシン類生成量　　⇒　増大のおそれ (消火までの着手期間が長
い)
                                        特別管理産業廃棄物の処分費用が増大

全体対策工比較検討案

対策案

発炎等の危険性　　　　　　                   ⇒　懸念される
水蒸気の発生　　　　　　　　　　　　　　　　 ⇒　発生する（消火時）

法面等不測な場所からの水蒸気噴出の危険性     ⇒  低い

火災による危険性　　　　　  　　　　　⇒　高い

消火効果　　　　　　　　　　　　　　　⇒　目視による確認が可能
水蒸気放散量　　　　　　　　　　　　　⇒　短期に大量に発生する
高温領域の直上部作業の危険性  　　　　⇒  非常に高い

工種

場外搬出処理

　　ダイオキシン類に汚染された廃棄物　　⇒　　場外搬出

現場
管理

燃焼の
拡大防止工

事業終了後、一定期間適切なモニタリング　　⇒　　水質安定化確認　　⇒　　水処理施設閉鎖 事業終了後、一定期間適切なモニタリング　　⇒　　水質安定化確認　　⇒　　水処理施設閉鎖

確実性　：　温度コントロール、消火確認       ⇒  間接監視（見逃しのおそれあ
り）
            必要箇所への必要水量の注水精度   ⇒  低い（注水消火効果の範囲が不
明）
            未消火部残存のおそれ             ⇒  あり
            消火確認のタイミング 　　　      ⇒  注水消火時は不明

施工性　：　高温部消火の準備期間             ⇒  短期
　　　　　　燃焼領域拡大のおそれ             ⇒  制限できる
            高温部露出による発炎対策         ⇒  常時監視が不要
　　　　　　施工実績　　　　　　　　　　　　 ⇒　なし

簡易水処理施設

散水による消火

循環使用水

沈砂池

沢水

基盤岩

燃焼部

混合物層簡易水処理施設

注水による消火

循環使用水

沈砂池

沢水

燃焼部

基盤岩

汚染された部位の場外搬出処理

表層を剥ぎながらの散水消火 注水による消火

混合物層簡易水処理施設

注水による消火

循環使用水

沈砂池

沢水

燃焼部

基盤岩

掘削時散水完全消火（残存部の温度低下）

注水による先行消火（高温部の低温化）

散水消火
  掘削

第３回技術専門会議
資料　２－２

1.0ｍ 1.0ｍ注水間隔

消火範囲
注水

完全消

1本あたり1.0ｍ

1.5ｍ注水間隔

消火範囲
注水

1.5ｍ

未注水部分

掘削時散水(飛散防止)1本あたり1.0ｍ

※燃焼部：温度領域100℃以上区域
　高温部：温度領域 70℃以上区域



　ダイオキシン類は、主として
土壌中の粒径が小さい部分に
比較的多く含有される傾向に
ある。
　そこで、土壌の分級を行う
ことにより、特別管理産業廃棄
物の量を低減させる。

　土粒子の比表面積が
大きい細粒分にダイオ
キシン類の付着量が多
くなることを利用。

選別によるダイオキシン類汚染廃棄物の抑制手法について

◎分級による減量化の考え方

フルイ、遠心分離等
による分級処理

洗浄・すすぎ処理

ダイオキシン類が
濃縮された
細粒分を処分

細粒分、粗粒分に分級

想定処理量　150m3/日
　　　　      (25m3/h)
使用水量　対象土壌の
　　　　　　3～4倍程度
施設規模　30×30m
  　　(水処理装置含む)

第３回技術専門会議
資料２－３

留意点
土壌のﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度を粒
径ごとに把握し、分級する
粒径(大きさ)を決定する。

決定された粒径以上の土砂
(粗粒分)は、現場内埋め戻
しとする。

掘     削

洗浄分級
細粒分or粗粒分

埋め戻し適正処理

ダイオキシン類
濃度

基準値以下

選別

リサイクル

不燃物

基準値以上

25mm以上選別-乾燥トロン
メル等(廃棄物に付
着した土砂を除去)

土砂

ダイオキシン類
濃度

粗粒分

3ng以上

細粒分

可燃物 金属類等

廃棄物

25mm未満

1ng以上3ng未満

1ng未満

ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類汚染土 粗粒分 細粒分

洗浄
分級

・・・礫・砂粒子
・・・ｼﾙﾄ、粘土粒子
・・・ダイオキシン類物

分離

原　理 考え方 方　法

◎洗浄分級手順

◎汚染領域部の選別フロー

洗浄分級　施設概要

◎土粒子モデルの例

出展 :　「港湾における底質ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類対策技術指針(改定版)」 H15.12  国土交通省資料　より

　　礫　　　　　砂　　    ｼﾙﾄ1  　 　ｼﾙﾄ2　   粘土

粗粒土 細粒土

※ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度　上昇⇒

粒度区分別ﾀﾞｲｵｷｼﾝ類濃度の例
(試料濃度: 71,500pg-TEQ/g)

脱水機

場外処分

埋め戻し

選別後土砂
25mm以下

濁水処理

濃縮汚泥

場外処分

※赤字箇所は当事業用に追記したもの

　ダイオキシン類に汚染された土壌を
水で洗い、分級する事により、ダイオ
キシン類を含む細粒分(シルト、粘土)
と粗粒分(砂レキ分)に分離し、細粒分
について特別管理産業廃棄物として
場外処分する。

汚染分布状況の確認
１点/900m2毎(深度1m)⇒900m3毎
土壌環境基準(1ng-TEQ/g未満)

埋め戻し土砂の確認
1点/100m3毎
土壌環境基準(1ng-TEQ/g未満)

 ダイオキシン類濃度の測定方法
 公　定　法:　日本規格協会(JIS)
 簡易測定法:　生物検定法
 ※簡易測定法を利用の場合は、公定法による精度を確認のうえ利用

 「ダイオキシン類に係る土壌調査測定ﾏﾆｭｱﾙ」(環境庁H12.1)
 「土壌のダイオキシン類簡易測定法ﾏﾆｭｱﾙ」(土木研究所)
 「ダイオキシン類に係る生物検定法ﾏﾆｭｱﾙ」(環境省H17.9)
 に基づき実施するものとする。

掘削時

選別後　場内埋め戻し時

◎ダイオキシン類の汚染濃度の調査方法
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礫　　　：75mm－2mm

砂　　　：2mm－0.075mm

シルト１：0.075mm－0.0409mm

シルト２：0.0409mm－0.005mm

粘土　　：0.005mm－

：原泥の流れ
：分級途中の底質の流れ
：礫、砂分の流れ
：粘土、シルト分の流れ

凡例

貯泥槽

粘土、シルト

サイクロン

洗浄水

礫、砂

沈降分離槽

振動ふるい

◎洗浄分級処理による減量化（洗浄分級処理システムの例）
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